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1．はじめに 
ジャカルタ市はインドネシア共和国の首都で、同国の
国際化の前線であり急激な都市化のなかにある。人口は
およそ 958 万人（2010 年）で、面積は 661.52 平方キロ
メートルにひろがる。さらにジャカルタ市と周辺市を含
めた都市域（ジャボタベック）全体で見ると、きわめて
巨大な都市空間である。外国資本と技術の影響を受けた
新たな産業が立地し、それに伴い労働者、生活関連商業
サービス業等従事者及び家族の人口が増え、道路、住宅
地等の基盤整備が進められ、さらに産業が集積するとい
う一連の国際化、都市化の拡大的循環のなかにある（図
1、図 2）。国際都市としての拡大的循環は、都市－地方
間あるいは個人間での極めて大きな貧富の格差、この地
域への人口の社会的増加を発生させた。しかも、この様
な人口増加に追いつかない教育や生活関連のインフラ整
備、地域コミュニティの崩壊、あふれかえる廃棄物やそ
の他の多様な環境問題等が顕在化している。特に市民の
生活環境に大きな影響を及ぼす都市環境問題は深刻であ
り、慢性的な渋滞に伴う大気汚染、公共用水域の水質の
過度な悪化、地下水の汚染、緑地の減少、廃棄物の未処
理あるいは不適切な処理などの問題が深刻である（図 3、
図 4）。留意すべきことは、これらの問題は 30 年近くも
前から繰り返し指摘され、インドネシア政府としても
1991 年に環境管理庁（BAPEDAL）を創設し、公共事業
省等関係省庁とも協力しながら都市内環境の改善に取り
組んできた古くからの問題であるにもかかわらず、未だ
に解決の緒すら見えてきていない。このことは、問題の
根の深さと政府の上からだけの制度的な解決、制御の際
限のない困難さを示唆している。
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ジャカルタ市のような地域においては、従来の政府レ
ベルでの協力に加えて、さらに一般市民レベルを対象と
してライフサポートシステムや環境問題、さらには日々
の生活上の諸問題への関心（ライフスキル）を高めるた
めの支援を実施し、市民らの知識、意識、行動を喚起す
ることが現時点においてはきわめて重要である。 
このような社会の持続可能性に対する多くの課題を抱
えるジャカルタ市において、先行プロジェクトでは主に
有機性廃棄物の処理問題を解決することに取り組んだ(1)。 
2000 年から 2004 年までは都市部における青果市場廃
棄物の有効利用に焦点を当て、コンポスト化や付加価値
商品化のためのガイドラインを作成した。この活動によ
り、農漁村地域における普及啓発活動を図るためには、
将来当該地域（コミュニティ）の指導者となりうる人材
の育成が必要であることが明らかとなったため、2005 年
から 2008 年まで、将来の農漁業従事者となる農業高校
や水産高校などの生徒を対象として、従来は捨てられ有
機性廃棄物となっていた形状の悪い農作物や魚類等を加
工して、ジュース、漬物、魚肉団子（蒲鉾）等他の付加
価値製品を生産し、農水産物資源の有効利用を図ること
を実践させた。また、コンポスト生産による有機農法を
推進していくための実践活動を含めた教育を推進した。
将来の農漁村コミュニティのリーダー候補生達に、資源
の有効利用を図るだけではなく、さらに加工による価値
の付加を、生きていくためのスキルとして身につけさせ
ることを目指した。 
その結果、農業高校では青果市場から発生する廃棄物
図 1 大通り沿いの高層ビル 図 2 川辺の住民（下水の流れる川辺で生活し、その
川の水を生活水として利用する） 
図 3 ごみの最終処分場でお金と交換可能なビニール
袋を集める人々 
図 4 ごみの最終処分場に隣接する居住区域 
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のコンポスト化及び商品価値の低い青果物の付加価値製
品化に積極的に取り組み、近隣の市場及び農家との協力
関係が構築された。また、漁業系廃棄物のコンポスト化
及び付加価値製品化についても水産高校が取り組み、魚
肉ボール等の加工食品を製造し、水産加工業関係者との
協力関係が構築された。 
先行プロジェクトにおいてジャカルタ市で支援活動を
実施する中で、地域の環境改善を進めるにあたって必要
なこととして、活動の中心となる場所と環境意識を持っ
た人間の抜本的育成が必要であることが見えてきた。本
プロジェクトではジャカルタ市において経済的かつ知的
側面での社会的格差の底辺に近い地域にあるコミュニテ
ィ（地域自治会）にアプローチし、モデル校においての
小学校児童の活動を中心としながら地域における良き生
活環境づくりへの関心を呼び覚まし、地域におけるネッ
トワーク（結束）づくりを進めた。人間の開発のための
自助的活動を創発および支援し、持続可能な開発に向け
ての非公的な「学びの場」づくりへつなげ、それによっ
て、地域の環境改善に貢献すると共に持続可能な開発に
係わる将来的な問題解決に貢献しうる人材育成に取り組
んだ(2)。 
本プロジェクトは、独立行政法人国際協力機構
（JICA）が市民参加型で実施する草の根技術協力事業
（地域提案型）へ応募し、採択されたことにより 2010
年から 3年間に渡って実施したものである。 
 
2．プロジェクトの計画 
2.1 プロジェクト目標 
プロジェクト期間に達成する目標は、“モデル校地域
において環境教育及び環境活動を展開し、地域を構成す
る関係者の環境に対する意識の向上とネットワークづく
りを進める”ことである。このプロジェクト目標は“小
学校の公的な教育としての環境マネジメントシステムと
地域の非公的な教育活動を創発させ、両者の連携を進め
ることで、持続可能な開発のための教育が推進される”
ことを上位目標として設定されている。 
 
2.2 プロジェクトが求める成果と活動 
プロジェクトの申請時には次のような成果とそれを生
み出すための活動を計画していたが、実施時にはカウン
ターパート、学校関係者、コミュニティとの議論によっ
て必要な支援活動を行っていった。 
 
（１）モデル校において、環境活動と環境教育に対する
意識が向上し、環境教育プログラムが確立され、環境教
育および環境活動が実施される。 
1-1)インドネシア小学校教師と児童が、長崎市エコス
クール（学校版 ISO 実施校）及びライフライン公共施設
の見学による知識と意識が向上する 
1-2)現地でのモデル校の教師及び児童の意識向上と環
境活動の指導を実施する 
1-3)日本人児童との現地関係者の交流による意識の向
上と環境活動を促進させる 
1-4)優れた活動グループへの表彰によるシンポジウム
の実施を通じての更なる意識向上と活動を促進させる 
 
（２）モデル校地域において、持続可能な地域資源の活
用による生活改善に対する意識が向上し、生活環境が改
善される。 
2-1)インドネシア児童、PTA、自治会、行政が、長崎
における地域環境活動とライフライン公共施設の見学に
よって知識と意識を向上させる 
2-2)モデル校地域における PTA、自治会、行政、教師
及び児童の意識向上と PDCA の実践による環境活動を実
践させる 
2-3)地域環境活動において中心的役割を担う環境リー
ダーを育成する 
2-4)シンポジウム実施を通じての更なる意識向上と活
動を促進させる 
 
（３）環境活動促進のためのモデル校地域内での結束
（連携）が生まれる。 
3-1)モデル校による地域環境活動の実施を指導する 
3-2)児童と PTA、自治会を通じた意識を共有させる 
3-3)モデル校地域において環境を考える場が持たれる 
3-4)モデル校における環境活動に地域が参画する 
3-5)シンポジウムを開催によりネットワークをつくる 
3-6)環境リーダーの活動を支援する 
 
（４）持続可能で自立した地域づくりを行うための行政
 
 
 
18           蒲原 新一・早瀬 隆司・石橋 康弘・吉田 雅文 
 
と地域住民の協働が導出される。 
4-1)日本において住民と行政の協働事例の見学をする 
4-2)議論の場をつくる 
 
（５）長崎市および研修員受け入れ小学校と地域におい
て、地球規模での課題についての意識が湧き出る。また、
自分たちの環境保全活動についての再認識が行われ、長
崎における活動が促進される。 
5-1)市民及び行政の相手国相互訪問をおこなう 
5-2)プロジェクトの活動を通じて、日本側関係者の意
識が向上し、自身の活動を見直す 
 
2.3 プロジェクトの実施体制 
本プロジェクトは、事務的な手続きとしては長崎市が
事業提案団体となり、長崎大学が事業実施団体となって、
JICAとの業務委託契約が結ばれたことにより事業活動が
おこなわれる。プロジェクトの実施に関しては、筆者ら
のグループが中心的な役割を担い、長崎大学、長崎総合
科学大学、熊本県立大学、長崎市の支援の下で取り組ん
だ。 
また、現地のカウンターパートはナショナル大学
（ Universitas National ） で あ り 、 Inkorena G.S. 
Sukartono（現・農学部学部長）や Etty Hesthiati（社
会開発センター）らを中心とするメンバーらと連携する
ことにより活動をおこなった。 
 
3．プロジェクトの実施活動 
ジャカルタ市においてプロジェクトを実施するモデル
校としては南ジャカルタ区にある私立小学校のペリタ小
学校（SD. Pelita）および周辺コミュニティとしてはジ
ャティパダン地区の第 5 自治会（RW05 Jatipadan）を
選定した。 
関係者による議論を基に年に 2 回の日本からの専門家
派遣および年 1 回の日本への研修生の受入により次のよ
うな支援活動を行った。 
 
（１）モデル校において環境活動と環境教育の実施へ向
けた環境教育プログラムの確立のため、教師や児童らの
環境に対する意識の向上を図る研修を実施した（図 5、
図 6）。 
初年度の専門家派遣時には、ワークショップにおいて
日本側スタッフによる「環境上持続不可能な諸問題」に
ついての授業を実施した。ワークショップに関しては、
専門家派遣時や研修生受け入れ時に長崎市での環境への
官民の取り組みに関して毎回テーマを設定し開催した。 
研修生として小学校教師を受け入れた時は長崎市エコ
スクール及びライフライン公共施設の見学による知識と
意識の向上を図った。小学校での環境教育および地域環
境活動の研修として、長崎市立稲佐小学校の省エネ王国
活動及び南島原市立有馬小学校の学校版 ISO を題材とし、
モデル校での環境教育カリキュラムや環境活動プログラ
ム立案へ役立てた。また、長崎市宿町自治会や熊本県水
俣市の自治会活動への参加・ヒヤリングにより地域と学
校との連携方法について参考にしてもらった。日本研修
時には両国の教師の交流による環境教育手法の共有と活
図 5 モデル小学校でのワークショップ 
図 6 環境活動チェックシート 
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動についての協議も実施した。 
現地でのモデル校の教師及び児童の意識向上と活動の
仕組み作りを支援するため、日本での研修時に小学校で
の環境活動を教材とすることにより、モデル校での EMS
運用のための組織作りをサポートし、モデル校のちびっ
こドクター（児童らによる健康チェック活動）との融合
により独自の EMS活動の構築を支援した。 
また、カウンターパートの指導に基づき、地域コミュ
ニティとの連携により河川の環境モニタリングを利用し
た環境フィールドワークも始まった。 
 
（２）モデル校地域において、持続可能な地域資源の活
用による生活改善に対する知識と意識の向上のため、生
活環境の改善へ向けた活動の支援を行った。（図 7、図 8、
図 9）。研修生の受け入れ時に、長崎における地域環境
活動とライフライン公共施設（最終処分場、下水処理場、
上水処理場等）の見学の機会を設けた。斜面地長崎市特
有の一般ごみの地域からの回収・処理の流れやの見学、
活発な自治会活動を行っている自治会関係者による情報
提供と意見交換の場をつくった。 
現地活動ではカウンターパートの設定によるシンポジ
ウムの実施を通じ、環境活動グループの連携づくりや更
なる意識向上と活動を進めた。 
 
（３）環境活動促進のためのモデル校地域での連携を進
めるための研修を実施した。地域環境活動をリードする
環境リーダーを育成するため研修生として（大学教員 3
人、高校教員 1 人、小学校教員 3 人、大学生 2 人、地域
住民 2 名）選定した。選定された研修員を日本へ招聘し、
長崎の状況を教材とした指導を実施した。（第 1回 2010
年 11月 4日～11月 11日、第 2回 2011年 12月 4日～
12月 11日、第 3回 2012年 10月 27日～11月 2日） 
第 3 回研修員受け入れ時（2012 年 10 月 27 日～11 月
2 日）及び現地活動のワークショップ（2013 年 2 月 12
日）には課題発見・解決手法（PCM 手法等）を習得させ
た。 
また、日本人児童との交流による環境リーダーの意識
の向上と活動を促進させた。（第 1回 2010年 11月 4日
～11月 11日、第 2回 2011年 12月 4日～12月 11日、
第 3回 2012年 10月 27日～11月 2日） 
インドネシアにおいて日本側スタッフによる現地指導
は合計 5 回実施された。カウンターパートによる活動指
導は現地において常時実施した。 
研修生受け入れ時には、本学の人間環境学科の学生を
図 7 コミュニティによる啓発活動 
図 8 日本の河川での水質・生物調査 
図 9 日本の環境活動団体との議論 
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中心とした EMS 活動や「ISO の家」の環境活動も題材
として取り上げた。 
 
（４）持続可能で豊かな地域づくりを行うための行政と
地域住民の関係づくりのため、派遣時には関係行政機関
を定期的に訪問し情報共有を図った。モデル地域でのコ
ミュニティ活動が認められ、ワークショップへの行政関
係者の参加が得られるようになり、ごみ袋や台車などの
贈呈を受けることができた。 
研修生の受け入れ時には長崎市と環境活動団体らが協
働で進める環境向上へ向けた市民運動である「ながさき
エコネット」を事例として、行政・事業者・市民の活動
を題材とした情報提供を行った。 
 
（５）長崎市および研修員受け入れ小学校と地域におい
て、地球規模での課題についての意識へつなげた。また、
自分たちの環境保全活動についての再認識が行われ、長
崎における活動を考える機会をつくった。プロジェクト
の活動を通じた市民及び行政の相手国相互訪問により日
本側関係者の意識が向上し、自身の活動を見直すきっか
けとなった。 
 
4．プロジェクトの成果 
4.1 プロジェクト目標の達成状況 
モデル校での環境教育ならびに環境活動が実施される
ことにより、学校内やコミュニティをフィールドとした
学年ごとの環境教育方針（Go Green and Clean School）
が策定され、小学校教員の意識がまず向上した。それに
伴い教育を受ける児童らにも少しずつ環境への意識や行
動の向上がみられている（図 10）。 
また、学校周辺の緑化・美化活動が近隣住民への環境
意識の変化を与えている。これらの環境意識の変化にお
いては、ごみの分別や緑化などの行動への変化とは別に、
きれいであることや緑があることによる気持ちが良くな
ったという感覚的なものに対する変化を与えることがで
きたことが大きいと考える。学校という地域の拠点での
環境活動が地域に対して見える形になることにより、コ
ミュニティ住民らの自分たちにもできることはやる、手
伝えることをやりたいといった意識の変化（言葉）を得
ることができた。 
現地での地域の環境向上へ向けた活動を実施していく
上での関係者間のネットワークも広がりをみせた。プロ
ジェクト目標にもある関係者のネットワークづくりの成
果が現れ、事業を進めていくにつれて多くの人々（住民、
学校関係者、学生、事業者など）の顔を見るようになっ
た。モデル小学校近隣のコミュニティを基点としたネッ
トワークは人々のつながりを中心としながら、近隣の自
治会、複数の中学高校、事業者や行政機関等との組織間
のネットワークができていった（図 11）。このネットワ
ークは、今後の現地での環境向上へ向けた取り組みを進
めていく上で重要な役割を果たせるものとなっている。
本プロジェクトでは、このネットワークづくりが達成目
標となっているが、このネットワークがつくられ拡がっ
ていったことで、次のプロジェクトへつないでいこうと
いう意識が両国関係者に強く現れてきた。 
図 10 緑化が進められた小学校 
図 11 プロジェクトの関係者ら 
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4.2 その他活動で得られたもの 
プロジェクトを通じて日本側からの支援による行政関
係者との関係づくりを行う中で、現地での関係者による
コミュニティ活動が行政機関に認められ、荷車やゴミ袋
などの支給を受けた（行政関係者参加のもと贈呈式実
施）（図 12）。 
また、事前に計画されたものだけでなく、両国の関係
者間で協議を進めていく中で取り組むべき課題を見つけ
ることができ、河川の浄化へ取り組むための第一歩とし
てメタン発酵機能付きトイレの設置を地域コミュニティ
との協働の中で形にできたことが大きい（図 13）。 
 
5．まとめ 
5.1 持続可能性の観点から 
モデル小学校での環境教育・活動（環境マネジメント
システム;EMS）を構築していく過程において、PDCAサ
イクルの重要性とその運用について支援を実施した。こ
の PDCA の重要性については、コミュニティでの議論の
際や、最終の事業評価のための市民参加型のワークショ
ップにおいても住民らへ伝えてきた。今後もカウンター
パートの主導により、PDCA サイクルの流れの中で地域
における環境改善・環境意識の向上が図られていくと考
える。 
事業を通じて環境改善に向けた活動を推進している学
校・コミュニティ（住民）・事業者は現地にも多く存在
することがわかった。これらの関係者はカウンターパー
トの働きかけによりつながりを持ち、相互に情報交換・
共有をし、活動を活性化させながらさらにネットワーク
を拡げていく可能性がある。 
コミュニティにおいて、環境に関する課題について議
論していく中で、地域を流れる河川の浄化をキーワード
として、何ができるかを考えてきた。大人達による河川
の清掃・メッセージの掲示や子ども達による教育活動の
一環としてパックテストによる環境モニタリングが実施
された。そして、トイレからのし尿が河川へ直接流れ込
んでいる問題に対して、これを改善するトイレを日本側
からの指導の下、地域のシンボル（アイキャッチポイン
ト）として現地のスタッフにより設置をおこなった。ト
イレ問題はコミュニティにとって大きいため設置に関し
て期待も高い。設置したトイレには簡易メタン発酵の機
能も持たせたため、今後は廃棄物とエネルギーについて
も考えていくことが可能である。 
 
5.2 日本社会への還元について 
研修生の受入では、日本での環境活動を実施している
グループのメンバーへ講師依頼や、ホームステイや食事
会を設定することにより国際協力に市民が係る機会を多
くつくった。小学校での環境活動を研修教材とすること
や長崎市が実施する環境イベント（エコライフ・フェス
タ）への参加により、子ども達や長崎市民との係りを持
つこともできた（図 14）。また、受入体制の運営には多
くの学生に参加してもらうことができ、学生らにとって
も ESDを考えるきっかけとなった。 
今後、事業への取り組み内容や成果を授業、地域での
図 12青空ワークショップと行政機関による贈呈式 
図 13 メタン発酵機能を持たせたトイレ 
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勉強会や各種セミナーでの素材として活用することも可
能である。 
 
5.3 学生らへの動機づけ 
事業実施のフィールド（ジャカルタ市）を大学の海外
研修先として利用し、2 大学から 7 名（本学から 5 名）
の参加が得られ ESDとして活かすことができた。 
また、専門家の派遣時に事業に興味のある一般の方や
学生の同行の機会をつくり、参加者らに対して世界を知
る機会として利用した（図 15）。その中から本学の卒業
生がインドネシアに興味を持ち、卒業後現地での語学研
修を受け、現地企業へ就職しグローバルに活躍している。
また、次のプロジェクトの現地スタッフとしても協力し
てくれている。 
 
5.4 次のプロジェクトへ向けて 
環境意識向上へ向けた関係者間のネットワークづくり
という目標を掲げながら、現地の課題とその対処につい
ては常にカウンターパートやコミュニティの人々との対
話・議論によって決定し実行した。その結果としてプロ
ジェクトの実施時には考えていなかった簡易メタン発酵
機能付きの公衆トイレを設置できたことは、モデルコミ
ュニティだけでなくその近隣のコミュニティのニーズ
（河川浄化と公衆トイレ改善）に対して、必要な支援を
少なからずできた。 
今回設置したトイレを、川の上下流域住民に対する環
境意識の啓発活動の仕掛けとして利用する次のプロジェ
クトへ活用していきたい。 
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図 14 長崎市の環境イベントへの参加・交流 
 
